
平成２１年度実績評価書要旨

政策体系上の位置付け

地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の
創出及び雇用の安定を図ること

評価実施時期：平成２１年８月

基本目標Ⅳ
　経済・社会の変化に伴い多様な働き方が求められ
る労働市場において労働者の職業の安定を図ること
施策目標２
　雇用機会を創出するとともに雇用の安定を図るこ
と（Ⅳ－２－１）

施策名

施策の概要

　人口減少下における経済社会情勢の変化、雇用情勢の変化、雇用・就業形態の多様化に的確に対
応するため、働く希望を持つすべての者の就業参加の実現、良質な雇用の創出、セーフティネット
の整備等に向け、積極的雇用政策の推進に取り組む必要がある。
　このような観点から、
　（１）中小企業等における創業・新分野進出、雇用管理改善等に係る支援
　（２）事業規模の縮小等の際の失業の予防・再就職の援助・促進
　（３）雇用機会の不足している地域における雇用の促進
　（４）産業の特性に応じた雇用管理の改善等
といった雇用機会の創出、雇用の安定等のための諸施策を講じているところである。

 （１）中小企業等における創業・新分野進出、雇用管理改善等に係る支援
　①目的等：
      中小企業等における雇用機会の創出、労働力確保のための雇用管理の改善を図るため、
　　　・創業・新分野進出等に係る支援
　　　・中小企業等の雇用管理の改善に係る支援
    を行う。
　
（２）事業規模の縮小等の際の失業の予防・再就職の援助・促進
  ①目的等：
　　　事業規模の縮小等の際の失業の予防・再就職の援助・促進を図るため、
　  　・事業活動の縮小を余儀なくされた事業所の失業者の発生の予防
  　　・離職を余儀なくされる者に対する再就職の援助・促進
    　・出向・移籍支援事業による円滑な労働移動の促進
    を行う。
　
（３）雇用機会の不足している地域における雇用の促進
  ①目的等：
　　　雇用機会の不足している地域における雇用の促進を図るため、
    　・雇用情勢の厳しい地域における雇用機会の創出
    を行う。
 
（４）産業の特性に応じた雇用管理の改善等
　①目的等：
      産業の特性に応じた雇用管理の改善等を図るため、
   　 ・建設労働者の雇用の改善、能力の開発及び向上
   　 ・港湾労働者の雇用の改善等
   　 ・林業事業体の雇用管理改善及び林業への円滑な就業の促進
   　 ・農林業等への多様な就業の促進
   　 ・介護労働者の雇用管理の改善等
　　を行う。

【評価結果の概要】

担当部局名：
職業安定局雇用開発課
職業安定局地域雇用対策室
職業安定局建設・港湾対策室
職業安定局雇用開発課農山村雇用対策室
職業安定局雇用政策課介護労働対策室

（現状分析（施策の必要性））

（１）中小企業等における創業・新分野進出等、雇用管理改善に係る支援、事業規模の縮小等の際の失

業の予防・再就職の促進

① 創業・新分野進出等に係る支援、中小企業における雇用管理改善に係る支援、事業規模の縮小等

の際の失業の予防

平成20年度の雇用情勢についてみると、完全失業率はおおむね４％台で推移する中、平成2１年3月
における有効求人倍率は0.52倍となり、平成14年６月以来６年11か月ぶりの低水準となるなど、注意を要



する状態にある。

また、景気変動等に伴い事業活動の縮小を余儀なくされる事業主が存在しており、労働経済動向調査

（厚生労働省）によると、平成20年１０月－１２月期に雇用調整を実施した事業所の割合は、３５％と前期

１６％に比べ増加している。こうした中、引き続き失業者の就労支援や、休業等又は出向といった一時的

な雇用調整を行う事業主を支援し失業の予防を図るとともに、経済活性化や雇用機会創出の中核となる

中小企業の雇用管理の改善等を推進する必要がある。

また、景気の回復ペースが落ち込んでいる中、創業支援策をより一層積極的に展開していく必要があ

る。

② 離職を余儀なくされる者に対する再就職の援助・促進

雇用のミスマッチが依然として大きく構造調整が進展する中で、労働者の雇用の安定を図るためには、

離職を余儀なくされる労働者に対して事業主が行う在職中からの求職活動や労働移動前後の職場体験

講習等を効果的に支援することにより、円滑な労働移動の実現に重点的に取り組むことが一層求められ

ている。

また、現在の経済状況を受け、やむを得ず派遣労働者、有期契約労働者等の雇用契約の中途解除や

雇い止めが行われ、当該労働者が社員寮等に居住している場合、雇用と住居を同時に失う状況があり、

円滑な就職活動を実施するためには、離職後の住居支援が重要となっている。

③ 出向・移籍支援事業による円滑な労働移動の促進

最近の労働移動の状況をみると、完全失業率はここ数年低下傾向にあるが、在職者に対する入職者

及び離職者の割合である労働移動率は横ばいの傾向にある。

（延べ労働移動率：平成12年 30.7%、平成13年 32.0%、平成14年 31.0%、平成15年30.9%、平成16年
31.7%、平成17年 34.9%、平成18年 32.2％、成19年31.3％「雇用動向調査（厚生労働省大臣官房統計情

報部）」）

労働移動が一定割合にある中で、出向・移籍などによる産業間・企業間の円滑な労働移動は、労働者

が失業を経ずして次の職場に移動できることから、雇用の安定を図るために引き続き重要となっている。

（２）雇用機会の不足している地域における雇用の促進

① 雇用情勢の厳しい地域における雇用機会の創出

全国的には雇用失業情勢が厳しさを増す中、依然として雇用失業情勢が特に厳しい地域があるなど

地域差がみられる。こうした中で、雇用情勢が特に厳しい地域と雇用情勢の改善に向けた意欲が高い地

域に対して支援を重点化する必要がある。そのため地域求職者の雇入れを伴う施設・設備の設置・整備

を行う事業主等に対し地域雇用開発助成金を支給することで雇用機会の創出を促進するとともに、地域

雇用創造推進事業等を積極的に実施することで地域の創意工夫を生かした雇用機会の創出への取組を

支援することが求められている。

（３）産業の特性に応じた雇用管理の改善等

① 建設労働者及び港湾労働者の雇用の改善

建設労働者については、建設投資の減少による厳しい経営環境の中で、必要な教育訓練や雇用管理

教育等の実施が困難となっているとともに、業界全体として技能の承継や建設労働者の能力開発に取り

組まなければならない状況であり、そうした取組を支援し、建設労働者の雇用の改善、能力の開発及び向

上を図る必要がある。

また、港湾労働者については、昨今の厳しい経済情勢の中で、港湾運送事業者が労働者を常用労働

者からより安価な日雇労働者へ切り替える危惧があるとともに、港湾運送事業における新規事業参入及

び運賃・料金等についての規制緩和策の実施など、港湾労働を取り巻く環境に大きな変化が生じてきて

いる。

② 林業の事業体の雇用管理改善及び林業への円滑な就業の促進、農林業等への多様な就業の促進

林業労働力については、林業経営の収益性の低下、林業労働者の雇用管理面での改善の立ち後れ

等に伴い、減少・高齢化が進行しており、平成17年国勢調査の結果では林業労働者は４万７千人と平成

12年度（６万７千人）から減少し、また、50歳以上の者の割合は６割以上を占めている。

また、農業生産法人の増加に伴い、公共職業安定所における関係求人や農業等への求職者数が増

加傾向にある。

③ 介護労働者の雇用管理の改善

介護分野については、我が国の急速な高齢化の進展等を背景として、今後も労働需要の拡大が見込

まれる分野であり（介護保険法（平成９年法律第123号）に基づく要介護又は要支援とされる高齢者等は、

平成16年度は410万人程度であったものが、平成20年度には460万人となり、今後も増加が見込まれてい

る。）、一方、介護労働者については、賃金、労働時間、健康面等の不安や不満が多く見られるように厳し

い労働環境にあり、定着率が低いこと等、雇用管理等の面で解決すべき問題が多いことから、介護分野

を労働者にとって魅力ある職場とするために、介護労働者の雇用管理の改善等を図っていく必要がある。



施策に関する
評価結果の概
要と達成すべ
き目標等

（有効性）

（１）中小企業等における創業・新分野進出、雇用管理改善等に係る支援

指標１について、平成２０年度においては、受給資格者創業支援助成金を利用した法人等の設立から

１年経過後の平均雇用労働者数は1.9人であり、目標の２人をわずかに下回ったが、事業を継続している

割合は97.4％と目標を達成しており、 概ね有効に機能していると考える。一方、平均雇用労働者数につ

いては、目標を下回っており、雇用の創出及び維持が図られるよう、今後事業の見直しを検討する。

指標２について、目標（アウトカム：22%）を上回る31.7%の求人が充足されたことから、本助成金が事

業協同組合等の構成中小企業者における雇用管理の改善からなる雇用創出等に有効に機能したものと

考える。

（２）事業活動の縮小等を余儀なくされた事業所の失業者の発生を予防

指標３について、雇用調整助成金の平成19年度の対象者数は、前年度と比べ約３千人増加し、延べ

約13１万３千人を対象に、休業手当の一部助成を行った。本助成金を利用した事業所のうち保険関係消

滅事業所に対して支給した額が利用事業所の総支給額の8.73％（10％以下）となっており、失業の予防・

雇用維持のために有効かつ適正に活用されたといえる。

（３）離職を余儀なくされる者に対する再就職を援助・促進

指標４について、離職を余儀なくされる労働者等に対して、求職活動のための休暇付与、再就職先と

なりうる事業所において行う職場体験講習を受講させる等の支 援を行う事業主等に対し、助成金を支

給することにより円滑な労働移動支援の促進を図っており、目標を達成していることから、本取組は個別

目標の達成に有効に機能しているものと評価できる。

（効率性）

（１）中小企業等における創業・新分野進出、雇用管理改善等に係る支援

指標１については、①受給資格者の開始した事業及び雇い入れた労働者の雇用の継続性を担保する

必要がある一方、②創業に係る立ち上げの支援のため、迅速な資金供給が求められることから、支給を

事業開始３か月後及び６か月後の２回に分けて半額ずつ支給する方式を採るなど、効率的に行われてい

る。

指標２については、事業協同組合等を通じた支援を行うことにより、個別に中小企業主の取り組みを

支援するものに比べ雇用管理の改善による雇用の創出等を幅広に行えたため効果的であったと考える。

（２）事業活動の縮小等を余儀なくされた事業所の失業者の発生を予防

指標３については、雇用調整を行う事業所の実情にあわせて休業・教育訓練又は出向のいずれかの

雇用調整を選択することが可能であること、雇用調整を行う企業の規模に応じ、中小企業には高率助成

を行っていることなどから、効率的な助成が行われている。

（３）離職を余儀なくされる者に対する再就職を援助・促進

指標４については、離職を余儀なくされる労働者等に対して、求職活動のための休暇付与、再就職先

となりうる事業所において行う職場体験講習を受講させる等の支援を行う事業主等に対し、助成金を支給

することにより円滑な労働移動支援の促進を図るものであり、求職活動等支援給付金にかかる離職後３

か月以内の平成20年度における就職率は35.0％と目標値を上回っており効率的に再就職への支援が行

われている。

（総合的な評価）

（１）中小企業等における創業・新分野進出、雇用管理改善等に係る支援

受給資格者創業支援助成金に関する指標１、中小企業人材確保推進事業助成金に関する指標２に

ついて、平成19年度実績は目標を上回っており、中小企業等における創業・新分野進出、雇用管理改善

等が有効かつ効率的に進んだものと評価できる。

（２）事業活動の縮小等を余儀なくされた事業所の失業者の発生を予防

雇用調整助成金に関する指標３について、実績は目標を上回っており、事業縮小の際の失業予防が

有効かつ効率的に進んだものと評価できる。

（３）離職を余儀なくされる者に対する再就職を援助・促進

労働移動支援助成金に関する指標４について、実績はいずれも目標を上回っており、再就職の援助・

促進が有効かつ効率的に進んだものと評価できる。



（評価結果の分類）

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

関係する施政
方針演説等内
閣の重要政策
（主なもの）

年月日

平成20年12月19日

記載事項（抜粋）

生活防衛のため
の緊急対策

住宅・生活支援に緊急に取り組む。

施政方針演説等
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